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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第122期

第３四半期連結
累計期間

第123期
第３四半期連結

累計期間
第122期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 （百万円） 73,855 92,106 103,469

経常利益 （百万円） 3,417 8,064 5,419

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

（百万円） 1,153 6,924 5,508

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △1,363 6,292 5,155

純資産額 （百万円） 34,945 47,078 41,464

総資産額 （百万円） 120,862 139,924 113,635

１株当たり四半期（当期）純利
益

（円） 84.94 509.96 405.67

潜在株式調整後１株当たり四半
期（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 28.91 33.65 36.49

回次
第122期

第３四半期連結
会計期間

第123期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期純利益又は１
株当たり四半期純損失（△）

（円） △114.09 229.29

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間の連結業績は以下のとおりです。売上高は前年同期比で増収、営業利益・経常利益及

び親会社株主に帰属する四半期純利益ともに前年同期比で増益となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の

期首から適用しております。詳細については、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（会計方

針の変更）」をご参照ください。

（単位：百万円）

2020年12月期 2021年12月期 増減（増減率％）

売上高 73,855 92,106 18,250 (25)

営業利益 3,040 8,847 5,806 (191)

経常利益 3,417 8,064 4,646 (136)

親会社株主に帰属する
四半期純利益

1,153 6,924 5,771 (500)

《経営環境》

当第３四半期連結累計期間の当社グループを取り巻く事業環境は以下のとおりです。

金属相場は、欧米の金融緩和政策の継続や世界的なワクチン接種の広がりで、経済活動も回復見通しとなり、ま

た、欧州での電力価格高騰に伴う製錬所の操業停止・減産による供給減や、脱炭素化に向けての自動車ＥＶ化での

長期的需要拡大見込み等から、ベースメタル全体が上昇基調となりました。

一方為替相場は、円/米ドルは円安傾向が続きましたが、豪州の鉱山会社であるCBH Resources Ltd.（以下、「Ｃ

ＢＨ社」という。）に影響を与える米ドル/豪ドルは、資源価格の高騰により豪ドル高（資源事業の業績にマイナス

の影響）となりました。

販売面では、前年同期はコロナ禍で大きな影響を受けましたが、当年度においては各事業部門で回復する動きが

みられました。

《売上高》

当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は、前年同期比での金属相場高などもあり、連結売上高は前年

同期比で増収となりました。

《利益》

損益面では、市況リスクを一定程度抑制する中、製錬事業でフリーメタルやリサイクル原料活用による増益、資

源事業で鉱石品位改善による単位当たり製造原価低減効果等もあり、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する

四半期純利益ともに前年同期比で増益となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります（以下、各セグメントの売上高には、セグメント間売上高を含みま

す）。なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更しております。

また、第１四半期連結会計期間まで電子部材として表示していたセグメントは、第２四半期連結会計期間より電子

部材・機能材料セグメントと名称を変更しております。当第３四半期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区

分・名称に基づいております。
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① 製錬事業部門

（単位：百万円）

2020年12月期 2021年12月期 増減（増減率％）

売上高 60,142 76,423 16,281 (27)

営業利益 3,771 5,668 1,896 (50)

《亜鉛》

ＬＭＥ相場は、期初2,766ドル／トンでスタートしたのちは期を通じて上昇基調となり、期中平均では3,091ド

ルと、前年同期（2,310ドル）比で大幅上昇となりました。国内価格も期中平均397千円／トンと前年同期（298千

円）を上回り、売上高は前年同期比33％の増収となりました。

《鉛》

ＬＭＥ相場は、期初1,943ドル／トンでスタートしたのちは高い水準を維持し、期中平均は2,331ドルとなり、

前年同期（1,816ドル）を上回りました。国内価格も期中平均312千円／トンで前年同期（256千円）を上回り、売

上高は前年同期比28％の増収となりました。

《銀》

ロンドン銀相場は、期初24.3ドル／トロイオンスでスタート後は上昇し、その後下落に転じたものの、期中平

均は24.3ドルで前年同期（21.7ドル）を上回りました。国内価格も期中平均89,977円／キログラムと前年同期

（75,281円）を上回りました。前年同期比では減販となったものの、相場上昇の影響が大きく、売上高は前年同

期比15％の増収となりました。

以上のほか、硫酸などその他の製品を合わせた当事業部門の業績は、前年同期比での金属相場の上昇もあり増

収となりました。損益面では、在庫評価益の減少（市況リスクのヘッジによる対応や低価法評価損の影響）や、

亜鉛の買鉱条件の悪化などの減益要因があったものの、主に亜鉛の相場高によるフリーメタル収入増や、リサイ

クル原料の活用による増益効果などもあり、前年同期比で増益となりました。

なお、金属相場（月平均）及び為替相場（月平均）の推移は下表のとおりであります。

区 分
亜鉛 鉛 銀 為替レート

LME相場 国内価格 LME相場 国内価格
ロンドン
相 場

国内価格 円/米ドル
米ドル/
豪ドル

$/t \/t $/t \/t $/toz \/kg \/$ US$/A$

2019年3月 2,851 365,800 2,055 294,900 15.3 56,120 111.24 0.7076

6月 2,602 332,500 1,892 267,800 15.0 53,520 108.12 0.6945

9月 2,320 299,400 2,071 284,200 18.2 64,430 107.45 0.6800

12月 2,274 299,800 1,899 272,200 17.1 61,350 109.24 0.6872

2020年3月 1,906 259,400 1,745 249,200 14.9 54,000 107.41 0.6235

6月 2,021 272,200 1,740 248,700 17.7 62,700 107.55 0.6888

9月 2,451 311,200 1,881 265,500 25.9 89,940 105.76 0.7231

12月 2,782 342,800 2,019 275,000 24.9 83,925 103.84 0.7513

2021年3月 2,792 354,200 1,961 276,400 25.6 91,180 108.63 0.7711

6月 2,950 378,700 2,189 297,500 27.0 97,090 110.13 0.7649

9月 3,042 389,500 2,257 318,500 23.3 84,310 110.17 0.7325

12月 3,408 441,300 2,305 325,800 22.5 83,592 113.88 0.7151
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② 環境・リサイクル事業部門

（単位：百万円）

2020年12月期 2021年12月期 増減（増減率％）

売上高 2,539 3,605 1,065 (42)

営業利益 592 1,282 690 (117)

主力製品の酸化亜鉛が、タイヤメーカーの生産量がコロナ禍の影響を大きく受けた前年同期と比較し回復した

ことや、亜鉛価格が前年同期比で高かったことから、当事業部門の業績は前年同期比で増収増益となりました。

③ 資源事業部門

（単位：百万円）

2020年12月期 2021年12月期 増減（増減率％）

売上高 6,535 10,122 3,586 (55)

営業利益又は営業損失（△） △1,809 1,297 3,107 (－)

2020年第３四半期より豪州ラスプ鉱山で減産操業に移行したことから、前年同期比では粗鉱生産減となったも

のの、鉱石品位の改善で精鉱の単位当たり製造原価が改善しました。また、市況リスクを抑制しつつも、金属相

場の上昇もあり、売上高は増収、営業利益は増益となり黒字へと転換いたしました。

④ 電子部材・機能材料事業部門

（単位：百万円）

2020年12月期 2021年12月期 増減（増減率％）

売上高 3,013 3,950 937 (31)

営業利益 189 513 323 (171)

《電子部品》

電子部品事業は、急速に拡大するＥＶ市場からの部品需要が強まり、売上高は前年同期比で31％の増収となり

ました。

《電解鉄》

電解鉄事業は、航空機向け特殊鋼用及びその他の特殊鋼用の販売が回復し、売上高は前年同期比で53%の増収と

なりました。

以上のほか、プレーティング事業及び機器部品事業を合わせた当事業部門の業績は、前年同期比で増収増益と

なりました。
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⑤ その他事業部門

（単位：百万円）

2020年12月期 2021年12月期 増減（増減率％）

売上高 6,648 7,697 1,048 (16)

営業利益 526 657 131 (25)

防音建材事業、土木・建築・プラントエンジニアリング事業、運輸事業、環境分析事業などからなる当事業部

門の業績は、前年度のコロナ禍の影響から回復し、前年同期比で増収増益となりました。

(2）財政状態

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、金属相場の上昇による売上債権や棚卸資産の増加などもあり、前連結

会計年度末に比べ262億88百万円増加し、1,399億24百万円となりました。

負債については、金属相場高に伴う運転資金需要への対応により、有利子負債が増加し、前連結会計年度末に比

べ206億75百万円増加し、928億46百万円となりました。

純資産は、利益の計上による利益剰余金の増加などもあり、前連結会計年度末に比べ56億13百万円増加し、470億

78百万円となりました。

以上の結果、自己資本比率は33.6％となり、前連結会計年度末に比して、2.8ポイント下落しております。

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題（コロナ影響やその対応策を含む）につい

て重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、154百万円であります。

当社は、前年度末に研究開発拠点として、安中製錬所に技術開発本部開発部新事業創造ラボを設置し、高純度電

解鉄、電池材料、資源リサイクル等に関する研究開発の強化を行いました。また、カーボンニュートラルへの社会

的要求に応えるべく、2021年６月29日付で技術・開発本部及び安中製錬所、契島製錬所、小名浜製錬所、藤岡事業

所にそれぞれＣＮ（カーボンニュートラル）推進室を新設いたしました。

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,400,000

計 26,400,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）

（2021年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年２月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 13,585,521 13,585,521
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
は、100株で
あります。

計 13,585,521 13,585,521 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2021年10月１日～
2021年12月31日

－ 13,585,521 － 14,630 － 6,950

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

2021年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　（自己保有株式）
普通株式 7,300

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,551,200 135,512 －

単元未満株式 普通株式 27,021 － －

発行済株式総数 13,585,521 － －

総株主の議決権 － 135,512 －

②【自己株式等】

2021年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）
東邦亜鉛株式会社

東京都千代田区丸の
内１丁目８番２号

7,300 － 7,300 0.05

計 － 7,300 － 7,300 0.05

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,934 8,311

受取手形及び売掛金 14,061 -

受取手形、売掛金及び契約資産 - ※４ 15,592

電子記録債権 1,412 1,818

商品及び製品 7,582 11,301

仕掛品 10,910 14,922

原材料及び貯蔵品 14,607 23,702

その他 2,471 3,364

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 56,979 79,013

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,554 7,138

機械装置及び運搬具（純額） 11,798 10,341

土地 16,604 16,605

その他（純額） 1,021 1,021

有形固定資産合計 35,978 35,106

無形固定資産

鉱業権 10,117 11,271

その他 49 46

無形固定資産合計 10,167 11,317

投資その他の資産

投資有価証券 6,981 10,093

退職給付に係る資産 723 731

その他 3,692 4,550

貸倒引当金 △888 △888

投資その他の資産合計 10,509 14,486

固定資産合計 56,655 60,911

資産合計 113,635 139,924
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,217 8,758

短期借入金 23,883 26,615

1年内返済予定の長期借入金 7,586 15,304

コマーシャル・ペーパー 2,000 14,000

未払法人税等 591 1,210

引当金 238 266

その他 6,072 6,409

流動負債合計 46,589 72,565

固定負債

長期借入金 16,431 11,082

引当金 643 644

退職給付に係る負債 141 144

資産除去債務 3,871 3,927

再評価に係る繰延税金負債 4,173 4,173

その他 318 308

固定負債合計 25,581 20,280

負債合計 72,171 92,846

純資産の部

株主資本

資本金 14,630 14,630

資本剰余金 9,876 9,876

利益剰余金 7,546 13,791

自己株式 △30 △30

株主資本合計 32,022 38,268

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 423 325

繰延ヘッジ損益 △120 △857

土地再評価差額金 8,608 8,608

為替換算調整勘定 56 293

退職給付に係る調整累計額 473 440

その他の包括利益累計額合計 9,441 8,810

純資産合計 41,464 47,078

負債純資産合計 113,635 139,924
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 73,855 92,106

売上原価 65,172 77,645

売上総利益 8,683 14,460

販売費及び一般管理費 5,642 5,613

営業利益 3,040 8,847

営業外収益

受取利息 34 17

受取配当金 57 60

為替差益 454 -

受取ロイヤリティー 130 69

その他 333 169

営業外収益合計 1,010 318

営業外費用

支払利息 395 362

持分法による投資損失 0 65

環境対策費 92 408

その他 145 264

営業外費用合計 633 1,100

経常利益 3,417 8,064

特別利益

固定資産売却益 475 230

投資有価証券売却益 281 8

特別利益合計 756 238

特別損失

減損損失 1,473 -

固定資産売却損 - 1

固定資産除却損 108 171

特別損失合計 1,582 172

税金等調整前四半期純利益 2,592 8,130

法人税、住民税及び事業税 345 1,105

法人税等調整額 1,093 100

法人税等合計 1,438 1,206

四半期純利益 1,153 6,924

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,153 6,924

　



― 12 ―

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 1,153 6,924

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 81 △98

繰延ヘッジ損益 △1,974 △737

為替換算調整勘定 △636 237

退職給付に係る調整額 12 △33

その他の包括利益合計 △2,516 △631

四半期包括利益 △1,363 6,292

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,363 6,292

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

従来、工事契約に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の

工事については工事完成基準を適用しておりましたが、少額かつ工期がごく短い工事を除き、履行義務を充足するに

つれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積り

の方法は、見積総原価に対する実際原価の割合(インプット法)で算出しております。少額かつ工期がごく短い工事に

ついては完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。また、顧客から原材料等を仕入れ、加工を行っ

たうえで当該顧客に販売する有償受給取引等において、従来は原材料等の仕入価格を含めた対価の総額で収益を認識

しておりましたが、原材料等の仕入価格を除いた対価の純額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、

第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結会計

期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。また、収益認識会計基準

第86項また書き（１）に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更につい

て、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会計

期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は470百万円減少し、売上原価は472百万円減少し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ1百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は０百万円

増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示すること

としました。なお、収益認識会計基準第89－２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな

表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号

2020年３月31日）第28－15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から

生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これにより、その他有価証券のうち時価のある株式の

評価方法については、従来、期末決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法を採用しておりましたが、第１

四半期連結会計期間より、期末決算日の市場価格等に基づく時価法に変更しております。

（追加情報）

前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）「新型コロナウイルス感染症の感染拡大に関する影響」に記載した

新型コロナウイルス感染症に関する事項について重要な変更はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１．保証債務

次の関係会社について、金融機関等からの借入に対し債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

天津東邦鉛資源再生有限公司 1,031百万円 1,100百万円

Abra Mining Pty Limited － 〃 1,380 〃

計 1,031 〃 2,480 〃

　２．債権流動化に伴う買戻し義務

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

債権流動化に伴う買戻し義務 292百万円 247百万円

３．偶発債務

当社安中製錬所が過去に出荷した非鉄スラグ製品の一部において、土壌汚染対策法の土壌環境基準を超過した製

品があること、ならびに、当社の管理不足により不適切な使用・混入がなされた可能性のあることが、調査の結果

判明いたしました。今後も、当該製品を回収、撤去するための費用負担が発生する可能性がありますが、現時点で

は四半期連結財務諸表に与える影響額を合理的に見積もることは困難であります。

※４．四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

受取手形 －百万円 128百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

減価償却費 3,460百万円 3,206百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日　至 2020年12月31日）

配当金支払額

該当事項はありません。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年12月31日）

配当支払金額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日

定時株主総会
普通株式 678 50 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日　至 2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期
連結
損益
計算書
計上額
（注）３

製錬
環境・リ
サイクル

資源
電子部材・
機能材料

計

売上高

外部顧客への売上高 59,696 2,539 5,391 3,013 70,641 3,214 73,855 － 73,855

セグメント間の内部
売上高又は振替高

445 0 1,144 － 1,589 3,434 5,023 △5,023 －

計 60,142 2,539 6,535 3,013 72,230 6,648 78,879 △5,023 73,855

セグメント利益又は
損失（△）

3,771 592 △1,809 189 2,743 526 3,269 △228 3,040

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、防音建材、土木・建築・プラ

ントエンジニアリング、運輸、環境分析等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△228百万円には、セグメント間取引消去35百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△264百万円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

「資源」セグメントにおいて、使用価値の算定に用いられる市況前提（主に為替相場）を市況の変化に対応し

て見直した結果、今後は投下資本に見合うだけの十分なキャッシュ・フローの回収が見込めないと判断し、資源

事業（エンデバー鉱山及びラスプ鉱山）に係る資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として計上しております。当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においてエンデバー

鉱山が５百万円、ラスプ鉱山が1,468百万円であります。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期
連結
損益
計算書
計上額
（注）３

製錬
環境・リ
サイクル

資源
電子部材・
機能材料

計

売上高

外部顧客への売上高 75,756 3,605 5,232 3,950 88,545 3,560 92,106 － 92,106

セグメント間の内部
売上高又は振替高

666 － 4,889 － 5,556 4,136 9,692 △9,692 －

計 76,423 3,605 10,122 3,950 94,101 7,697 101,798 △9,692 92,106

セグメント利益 5,668 1,282 1,297 513 8,762 657 9,420 △572 8,847

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、防音建材、土木・建築・プラ

ントエンジニアリング、運輸、環境分析等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△572百万円には、セグメント間取引消去△208百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△364百万円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、従来報告セグメントとしていた「土木・建築・プラントエンジニアリング」に

ついて、量的な重要性が乏しくなったため「その他」として記載する方法に変更しております。また、第２四半

期連結会計期間より、セグメントの名称を「電子部材」から「電子部材・機能材料」に変更しております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については変更後の区分及び名称により作成したものを記

載しております。

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識

に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「電子部材・機能材料」の売上高は607百

万円減少し、「その他」の売上高は137百万円増加、セグメント利益は１百万円増加しております。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年12月31日）

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
（注）

合計
製錬

環境・リ
サイクル

資源
電子部材・
機能材料

計

亜鉛製品 25,022 － － － 25,022 － 25,022

鉛製品 19,177 － － － 19,177 － 19,177

電気銀 22,539 － － － 22,539 － 22,539

硫酸 1,087 － － － 1,087 － 1,087

環境・リサイクル製品 － 3,613 － － 3,613 － 3,613

鉱石販売等 － － 5,232 － 5,232 － 5,232

電子部品 － － － 1,590 1,590 － 1,590

電解鉄 － － － 1,096 1,096 － 1,096

防音建材 － － － － － 1,018 1,018

土木・建築・プラントエンジ
ニアリング

－ － － － － 1,134 1,134

その他 9,256 － － 1,263 10,519 1,407 11,926

顧客との契約から生じる収益 77,083 3,613 5,232 3,950 89,880 3,560 93,441

その他の収益 △1,327 △8 － － △1,335 － △1,335

外部顧客への売上高 75,756 3,605 5,232 3,950 88,545 3,560 92,106

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、防音建材、土木・建築・プラント

エンジニアリング、運輸、環境分析等を含んでおります。また、第２四半期連結会計期間より、セグメントの

名称を「電子部材」から「電子部材・機能材料」に変更しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

１株当たり四半期純利益 84円94銭 509円96銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万
円）

1,153 6,924

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半
期純利益（百万円）

1,153 6,924

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,578 13,578

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年２月14日

東邦亜鉛株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐藤 晶

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 立石 康人

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦亜鉛株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦亜鉛株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

　



ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

　
（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年２月14日

【会社名】 東邦亜鉛株式会社

【英訳名】 Toho Zinc Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 丸崎 公康

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役管理本部長 山岸 正明

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

東邦亜鉛株式会社大阪支店

（大阪市中央区今橋三丁目３番13号）

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 丸崎公康及び当社最高財務責任者 山岸正明は、当社の第123期第３四半期（自 2021年10月

１日 至 2021年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確

認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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